
平成２０年度 西和賀町の財務諸表を公表します 

～新地方公会計制度に基づく普通会計財務４表の作成～ 

 

１．はじめに 

 現在、地方公共団体の会計は、現金収支に着目した「現金主義、単式簿記」によって行わ

れてきています。しかし、この方式では、現金の動きは分かりやすい一方で資産や負債とい

ったストック、行政サービスの提供により発生するコストの情報が不足しています。道路を

整備した、建物を建てたといった資産や負債を含めた行政資源の動きは、単式簿記での把握

は不可能です。 

 

 そういった中、近年「発生主義、複式簿記」による民間企業的な会計手法により、財政分

析を行う流れが強くなってきています。国においても平成１８年８月に「地方公共団体にお

ける行政改革の更なる推進のための指針」が示され、その指針に基づき地方公共団体でも財

務諸表を整備することが求められました。 

 

 以上のことから、当町でもその作成に取り掛かり、今年度、普通会計に係る財務諸表を別

表のとおり取りまとめました。これら諸表については標記年度が初めての作成であり、各集

計値の正確性に欠ける部分も若干ありますが、町全体の資産の傾向を把握するものとしてご

覧いただきたいと思います。今後必要とされるそれぞれの資産評価、台帳整備については、

段階を追って実施していくことを検討しています。 

 以下、各諸表の内容について、お知らせします。 

 

２．貸借対照表（バランスシート） 

 会計年度末（３月３１日時点）での資産や債務に関する情報を示す諸表です。対照表の左

側に資産が示され、その右側には資産形成に要した負債と、資産と負債の差額である純資産

を計上しています。 

 表の左側、資産には、住民サービスを提供するうえで使用していく、使う資産（庁舎など

の施設資産、道路などのインフラ資産）と、将来的に資金として見込まれる、売れる・回収

する資産（売却可能資産、未収金等）があります。 

 一方表の右側上段の負債とは、将来の支払義務の履行により資金流出として発生するもの

です。その主なものとして地方債があります。資産形成に要した負債＝地方債は、いわば将

来世代の方々が負担していく額と言えます。 

 表の右側下段の純資産は、資産と負債の差額です。これまでに支出が済んだ額であり、現

在までの世代の方々が負担した額と言えます。 



３．行政コスト計算書（損益計算書） 

 会計年度１年間に行われる行政活動のうち、福祉活動やごみの収集といった資産形成に結

びつかない行政サービスに係る経費と、その対価となる使用料や手数料とを対比させる諸表

です。これまでの決算書類からは把握できなかった減価償却費や退職手当引当金などの非現

金コストも計上しています。 

 行政サービスを行ううえで重要な財源となる町税や地方交付税などは、コスト計算書上の

経常収益には含まないため、通常では大幅なコスト超過となります。この超過した部分が、

一般企業における利益の概念とは異なり、町税、地方交付税といった一般財源などでまかな

わなければならないコストとなります。 

 

４．純資産変動計算書 

 貸借対照表中、純資産（資産から負債を差し引いた額）の会計年度中の増減を示す諸表で

す。純資産がどのような財源や要因によって増減したのかがわかります。純資産は、これま

でに支出が済んだ額、現在までの世代が負担してきた額ですので、この１年間でその部分が

増えたのか減ったのかがわかります。 

 

５．資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

 一会計期間における、地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資金（歳計現金）の出入り

の流れを、性質の異なる三つの活動（区分）に分けて表示した財務書類です。それぞれ次の

活動に分けられます。 

 

・ 経常的収支…支出では人件費や物件費など、収入では町税や地方交付税など、経常的に行

われる行政活動から発生する収支を計上しています。 

・ 公共資産整備収支…支出では普通建設事業費など、収入ではその財源となる国県補助金や

地方債など、公共資産の整備（公共事業）に伴う収支を計上しています。 

・ 投資・財務的収支…支出では出資、貸付、基金積立、借金の返済（償還）など、収入では

その財源となる補助金や貸付金の回収など、投資活動や借金返済（財務活動）による収支

を計上しています。 

 

これら３つの活動により、地方公共団体においてどのような活動に資金が必要となり、そ

れをどのようにして賄ったのかがわかり、また、歳計現金をどのような性質の活動で獲得

し、使用しているのかがわかります。 



６．財務諸表に基づく主な分析指標（一般会計に基づく） 

１．純資産比率…町の有する資産について、現在までの世代の負担による割合を示す比率で

す。50％を超えていれば現在世代、50％以下であれば将来世代の負担が大きいことになり

ます。 

【計算式】 

（純資産合計：19,518,105千円 ÷ 資産合計：30,061,700千円）×100 ＝ 64.9％ 

数値によると当町の資産形成には、現在までの世代による負担が大きいことが分かりま

す。 

 

２．住民１人当たり資産額及び住民１人当たり地方債残高…町の有する資産を住民１人当た

りで換算した数値です。また、その資産を形成するに当たり借り入れた地方債残高の住民

１人当たりの数値であり、資産と負債を住民単位で比較することができます。 

【計算式】 

  資産 ：30,061,700千円 ÷ H21.3.31住基人口：7,111人 ＝ 4,227千円 

  地方債： 9,004,379千円 ÷ H21.3.31住基人口：7,111人 ＝ 1,266千円 

  これによると、町には住民１人あたり423万円の資産があり、一方でその資産形成に要し

た借金が127万円残っているということになります。 

 

３．資産老朽化比率…有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（主に建物）の取得価額に

対する減価償却額の割合を計算することで、耐用年数に対してどの程度年数が経過してい

るかを把握できる比率です。 

【計算式】 

 減価償却累計額：20,193,815千円 ÷ （有形固定資産合計：27,670,075千円 － 

土地：1,994,721千円 ＋ 減価償却累計額：20,193,815千円）×100 ＝ 44.0％ 

  これにより町の資産は、全体として４割ほど耐用年数が経過（＝老朽化）していること

となりますが、資産によってはすでに耐用年数を経過しているものもあるので、その管理

が重要となってきます。 

 

４．受益者負担比率…行政コスト計算書の経常収益は、いわゆる受益者負担（分担金、負担

金、使用料等）であり、経常収益の行政コストに対する割合を計算することで受益者負担

割合を算定することができます。 

【計算式】 

 （経常収益：90,791千円 ÷ 経常行政コスト：5,172,806千円）×100 ＝ 1.8％ 

  これによると、当町では比較的低い受益者負担で行政サービスを受けられていることに

なります。 



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 7,969,308

①生活インフラ・国土保全 13,074,569 (2) 長期未払金

②教育 6,864,873 ①物件の購入等

③福祉 461,364 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 493,736 ③その他

⑤産業振興 5,350,476 長期未払金計 115,369

⑥消防 189,481 (3) 退職手当引当金 1,333,937

⑦総務 1,235,576 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 27,670,075 固定負債合計 9,418,614

(2) 売却可能資産 0

公共資産合計 27,670,075 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,035,071

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 28,429

①投資及び出資金 635,348 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 61,481

投資及び出資金計 635,348 流動負債合計 1,124,981

(2) 貸付金 3,000

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 10,543,595

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 640,247

③土地開発基金 185,000

④その他定額運用基金 148,371 [純資産の部]

⑤退職手当組合積立金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 6,135,699

基金等計 973,618

(4) 長期延滞債権 419,956 ２　公共資産等整備一般財源等 17,323,414

(5) 回収不能見込額 △ 253,540

投資等合計 1,778,382 ３　その他一般財源等 △ 3,941,008

３　流動資産 ４　資産評価差額 0

(1) 現金預金

①財政調整基金 431,038 純　 資　 産　 合　 計 19,518,105

②減債基金 48,712

③歳計現金 112,700

現金預金計 592,450

(2) 未収金

①地方税 18,403

②その他 2,649

③回収不能見込額 △ 259

未収金計 20,793

流動資産合計 613,243

資　　産　　合　　計 30,061,700 負 債 ・ 純 資 産 合 計 30,061,700

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち5,883,134千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 16,291,599 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 9,004,379 千円 9,004,379 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 138,275 千円 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 5,795,253 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 18,869 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 1,333,947 千円 1,333,947 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 876 千円 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 10,693,918 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 953,724 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 176,040 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 9,564,154 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 5,597,681 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は1,994,721千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は20,193,815千円です。
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貸借対照表
（平成２１年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

【契約債務・
偶発債務】

338,673

[内訳]

負債計上 注記
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2,723
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0

0

0

0

【公共資産】約276億7千万円
（１）有形固定資産→建物や土地など
（内訳）
　①生活インフラ・国土保全（土木費）…道路橋りょうなどのインフラ整備、除雪機械購入
　　　　　　　　　など
　②教育（教育費）…学校施設、体育館等の体育施設、公民館など
　③福祉（民生費）…保育所、老人憩の家、高齢者生活福祉センター（悠々館）など
　④環境衛生（衛生費）…火葬場、最終処分場、ごみ収集車、旧ごみ焼却施設（現在は使用
　　　　　　　　　不可）など
　⑤産業振興（労働費、農業振興費、商工費）…農道、林道、水路等整備、ゆう星館、ゆう
　　　　　　　　　林館、沢内バーデン、道の駅等観光施設など
　⑥消防（消防費）…消防団各屯所、消防ポンプ自動車、積載車、消火栓、防火水槽など
　⑦総務（総務費、その他）…役場庁舎、公用車車庫、公用車、ネットワーク関連設備など

（２）売却可能資産→公共資産のうち、未利用の土地や車両など行政サービスの提供に活用
　　されていないもの
　　※今年度は「０」として計上しています。今後、資産の洗い出しによって未利用財産の
　　　把握を行います。

【投資等】約17億8千万円
（１）投資及び出資金→各団体への投資、出資金など
　①投資及び出資金…沢内病院への出資金（累積出資額：523,469千円）、町内第三セクタ
　　　　　　　　　ー株式保有、県関連団体への出資金等

（２）貸付金→医師養成事業貸付金

（３）基金等→教育施設整備基金、福祉対策振興基金など、公共資産整備に充てることが
　　　　　　できる基金（資産として見ることができる基金）
（内訳）
　②その他特定目的基金…福祉対策基金、教育施設整備基金、まちづくり振興基金など
　③土地開発基金…公共施設の整備目的で土地を取得し、活用する基金
　④その他定額運用基金…奨学金貸与基金、福祉医療資金貸付基金などの貸付基金

（４）長期延滞債権→収入未済額のうち１年を超えて回収できていないもの（県林業公社
　　　　　　　　　への貸付金、町森林組合貸付金、町税、使用料等の未収金など）

（５）回収不能見込額→長期延滞債権のうち、回収不能となることが見込まれる額（県林
　　　　　　　　　業公社貸付金（返済不能、代物弁済の見込）、町税未収金の不能欠損
　　　　　　　　　額など）

【流動資産】約6億1千万円
（１）現金預金→財政調整基金、減債基金、歳計現金

（２）未収金→収入未済額のうち、当年度に調停されたもの（現年分の収入未済額）

【資産合計】約300億6千万円
　これまでの行政活動によって取得した土地、建物、投資、出資、現金預金全て。西和賀
町（一般会計）において所有している財産の合計です。

【他団体への支出により形成された資産】約6億円
　県営事業（農業基盤整備や道路整備の県代行事業）など、町から負担金などとして支出し
整備された資産の内訳です。直接の資産ではないため、対照表には計上されていません。

【固定負債】約94億2千万円
（１）地方債→平成22年度以降に支払う地方債残高

（２）長期未払金→債務負担行為を組んで整備した資産の債務残高、利子補給事業等の債務
　　　　　　　　負担残高
（内訳）
　①物件の購入等…奥羽南部広域農業開発事業に伴う債務残高
　②その他…森林組合や個人農家の貸付に係る利子補給債務残高

（３）退職手当引当金…年度末時点の全職員（一般会計分）の退職手当総額

【流動負債】約11億2千万円
（１）翌年度償還予定地方債→平成21年度に支払う地方債残高

（３）未払金→債務負担行為を組んで整備した資産の債務残高、利子補給事業等の債務負担
　　　　　　残高のうち平成21年度に支払う額

（５）賞与引当金…翌年度の6月に支払う賞与のうち、前年度勤務（12月～3月）に係る額

【負債合計】約105億4千万円
　資産を取得する際に財源としたもののうち、今後支払わなければならない額で、主に地方
債残高です。将来の世代が負担する額と言えます。

【純資産】約195億2千万円
　１・公共資産等整備国県補助金等→公共資産等の整備に充てられた国庫支出金、県支出金

　２・公共資産等整備一般財源等→公共資産等の整備に充てられた財源のうち、国県支出金
　　　　　　　　　　　　　　　と地方債を除いたもの

　３・その他一般財源→公共資産等以外の資産（主に流動資産）から、公共資産等の整備に
　　　　　　　　　　充てられた地方債や退職手当引当金などを除いたもの。ここがマイナ
　　　　　　　　　　スとなるのは、すでに公共資産整備の財源として拘束（地方債の償還）
　　　　　　　　　　されているためです。

【純資産合計】約195億2千万円
　資産を取得する際に財源としたもののうち、既に支払いが済んだ額。現在までの世代が負
担してきた額と言えます。



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 984,618 19.0% 49,101 186,555 172,684 50,930 123,975 8,862 332,744 59,767

（２）退職手当引当金繰入等 △ 11,470 -0.2% △ 483 △ 2,185 △ 2,065 △ 605 △ 1,478 △ 98 △ 3,850 △ 706

１ （３）賞与引当金繰入額 61,481 1.2% 2,516 11,343 14,087 2,747 9,802 0 16,840 4,146

小　　計 1,034,629 20.0% 51,134 195,713 184,706 53,072 132,299 8,764 345,734 63,207 0

（１）物件費 697,893 13.5% 50,638 186,188 86,521 122,461 119,643 13,855 115,497 3,088 2

（２）維持補修費 143,065 2.8% 119,701 14,468 389 271 379 97 7,760

（３）減価償却費 1,122,860 21.7% 365,152 216,112 37,798 42,625 379,340 19,144 62,689

小　　計 1,963,818 38.0% 535,491 416,768 124,708 165,357 499,362 33,096 185,946 3,088 0 2

（１）社会保障給付 341,827 6.6% 3,273 338,554

（２）補助金等 654,247 12.6% 2,333 42,233 60,090 55,194 218,183 201,294 73,747 1,173

３ （３）他会計等への支出額 986,153 19.1% 204,342 319,615 284,599 177,597

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

30,942 0.6% 6,906 24,036

小　　計 2,013,169 38.9% 206,675 45,506 725,165 339,793 419,816 201,294 73,747 1,173 0

（１）支払利息 152,126 2.9% 152,126

（２）回収不能見込計上額 9,064 0.2% 9,064

（３）その他行政コスト 0 0.0%

小　　計 161,190 3.1% 0 0 0 0 0 0 0 0 152,126 9,064 0

5,172,806 793,300 657,987 1,034,579 558,222 1,051,477 243,154 605,427 67,468 152,126 9,064 2

（　構　成　比　率　） 15.3% 12.7% 20.0% 10.8% 20.3% 4.7% 11.7% 1.3% 2.9% 0.2% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 78,903 7,505 3,547 23,295 11,318 8,850 6,178 18,210

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 11,888 8,703 2,865 320

90,791 7,505 3,547 31,998 11,318 11,715 0 6,498 0 0 0 18,210

ｄ／ａ 1.8% 0.9% 0.5% 3.1% 2.0% 1.1% 0.0% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0%

5,082,015 785,795 654,440 1,002,581 546,904 1,039,762 243,154 598,929 67,468 152,126 9,064 2 △ 18,210

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

行政コスト計算書
自　平成２１年４月 １ 日

至　平成２１年３月３１日

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

【経常行政コスト】約51億7千万円
　住民サービスに要した費用で、資産形成につながらない
支出と、減価償却費や退職手当引当金などの現金支出を伴
わない費用の合計となり、内訳は以下のとおりです。

１　人にかかるコスト：約10億3千万円
（１）人件費…人件費の決算額から退職手当組合負担金と
　　　　　　前年度の賞与引当金を差し引いた額
（２）退職手当引当金繰入等…退職給与引当金に繰り入れ
　　　　　　した額
（３）賞与引当金繰入額…賞与引当金に繰り入れした額

２　物にかかるコスト：約19億6千万円
（１）物件費…賃金、旅費、需用費（修繕除）、役務費、
　　　　　　委託料、使用料、備品購入等
（２）維持補修費…修繕料、原材料費等
（３）減価償却費…有形固定資産の減価償却費

３　移転支出的なコスト：約20億1千万円
（１）社会保障給付…扶助費（医療費給付等）
（２）補助金等…報償費、役務費、団体等への補助金等
（３）他会計等への支出額…特別会計への繰出金
（４）他団体への公共資産整備補助金等…普通建設事業費
　　　　　　のうち、負担金補助金として支出した額

４　その他のコスト：約1億6千万円
（１）支払利息…地方債利子償還額
（２）回収不能見込計上額…不納欠損額及び欠損見込額

【経常収益】約9千万円
　公共施設の使用料や証明書発行手数料、施設整備分担
金、保育料などの負担金といった、計上行政コストに対す
る直接の受益者負担分という考え方によるものです。



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 19,219,909 6,417,376 17,114,718 △ 4,312,185 0

純経常行政コスト △ 5,082,015 △ 5,082,015

一般財源

地方税 542,919 542,919

地方交付税 4,029,486 4,029,486

その他行政コスト充当財源 326,675 326,675

補助金等受入 789,832 38,091 751,741

臨時損益

災害復旧事業費 △ 308,701 △ 308,701

公共資産除売却損益 0

投資損失 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 146,014 △ 146,014

公共資産処分による財源増 0

貸付金・出資金等への財源投入 95,085 △ 95,085

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 130,440 130,440

減価償却による財源増 △ 319,768 △ 856,458 1,176,226

地方債償還に伴う財源振替 954,495 △ 954,495

資産評価替えによる変動額 0

無償受贈資産受入 0

その他 0 0

期末純資産残高 19,518,105 6,135,699 17,323,414 △ 3,941,008 0

純資産変動計算書
自　平成２１年４月 １ 日

至　平成２１年３月３１日

【期首純資産残高】約192億2千万円
　前年度（平成19年度）の純資産残高です。

【純経常行政コスト】約50億8千万円
　行政コスト計算書による、経常行政コストと経常収益の差額です。
経常収益でまかなえない分が資産から目減りすることとなります。

【一般財源】約49億円
　町税、地方交付税、地方譲与税や財産収入等

【補助金等受入】約7億9千万円
　国や県の補助金の受入額で、それぞれ公共資産整備に資したものと
それ以外とに分けられます。

【臨時損益】約3億円
　経常的ではない、特別な事由による損益です。豪雨や地震災害によ
る復旧事業に係る費用などが計上されます。

【科目振替】
　貸借対照表の公共資産や負債が変動した場合、科目振替によって財
源の移動があったことを示します。
　財源投入は、公共資産の新たな整備や他団体への出資の追加など
で、「その他」一般財源から「公共資産等整備」一般財源へ財源を移
し替えるものです。
　処分や回収による財源増は、資産の売却や貸付金の回収、基金の取
り崩しなどにより、「公共資産等整備」一般財源から「その他」」一
般財源へ財源を移し替えるものです。
　減価償却による財源増は、公共資産の耐用年数が経過することで償
却される額を、それぞれ国庫補助金と「公共資産等整備」一般財源か
ら「その他」一般財源に移し替えるものです。
　地方債の償還に伴う財源振替は、公共資産整備に充てた地方債の償
還は一般財源を用いているため、「その他」一般財源が減となり、そ
の分を「公共資産等整備」一般財源に移し替えます。



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成20年度における一時借入金の借入限度額は500,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は12千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

※3 上記の他、町県民税等の受け入れに伴う歳計外現金の収入額465,276千円
  　　　（町県民税等の返還に伴う支出額465,276千円）があります。

145,737

6,543,285

1,116,641

541,700
50,000

6,510,248
1,292,102
383,202

64,902

19,185

278,923

112,700

△ 1,779,607

33,037

0

319,450

1,139,988

2,058,530

62,722

34,114

3,000

25,626

95,000

△ 178,925

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

900

22,500

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

306,204

548,993

1,073

358,053

40,497

132,343

5,000

1,288

179,128

30,942

20,907

61,642

10,888

69,986

314,357

114,361

251,763

6,085,234

1,991,569

資金収支計算書
自　平成２１年４月　１日

至　平成２１年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

628,696

152,126

4,029,486

1,175,561

697,893

341,827

645,796

686,613

4,093,665

546,138

451,766

【経常的収支の部】

　・支出合計　約40億9千万円
　・収入合計　約60億8千万円
　・収　　支　約19億9千万円

　経常的に行われる行政活動から発生する資金収支を表しています。
ここで収支が超過となった分が、下記の公共資産整備や投資等の不足
分に充てられることとなります。

【公共資産整備収支の部】

　・支出合計　　約3億6千万円
　・収入合計　　約1億8千万円
　・収　　支　△約1億8千万円

　公共資産整備に伴う支出と、それに対応する収入を表しています。
公共資産整備は、対応財源のみではまかなえず一般財源も活用します
が、一般財源は経常的収支の部に計上されるため、通常、この部では
収支はマイナスとなります。

【投資・財務的収支の部】

　・支出合計　　約20億6千万円
　・収入合計　　約 2億8千万円
　・収　　支　△約17億8千万円

　団体への出資や基金積立、特別会計への繰出金や地方債の償還など
の支出と、それに対応する収入を表しています。繰出金や地方債の償
還には、通常一般財源を活用するため、公共資産整備の部と同じく、
この部でも収支はマイナスとなります。

【期末歳計現金残高】

　・期首残高　　　　約1億1千万円
　・当該年度増減額　　 約3千万円
　・期末残高　　　　約1億4千万円

　当該年度の資金収支の増減額に、期首歳計現金（前年度からの繰越
額）を加えた額が期末歳計現金となり、次年度へ繰り越されます（貸
借対照表の歳計現金と一致）。

【基礎的財政収支（プライマリーバランス）】
　約11億1千万円の黒字
　基礎的財政収支とは、地方債の利息、元金償還額を除いた歳出と、
地方債発行による収入を除いた歳入のバランスを見るものです。この
収支が黒字であれば、地方債の償還に係る費用以外の歳出は、新たな
借金ではなく問う年度の税収等でまかなえたことを意味するもので
す。


